我が国 を 含む 国際 的 な 合意 に 基づき 、 マ ネー・ ロ ー ン 
ダリ ング 対策 (※) を 適切 に 実施 する た め 、 犯 罪 収益 
移転 防止 法 に 基づき 、 金 融 機関 の 窓口 等 に お いて 取引 
時 の 確認 を 行っ つて いま す 。 


(※) 犯罪 に よっ て 得 た 資金 を 正当 な 取引 で 得 た 資金 の よう に 見 せ 
か ける こと 、 あ る 口座 か ら 別 の 口座 へ 転々 と 移動 させ る こと 
な ど に より その 出所 を 隠す こと や 、 他 人 に な りす まし て 不 
正 に 金融 機関 に 口座 を 開設 する な どの 試み を 防止 する こと が 
重要 に な り ま す 。 


⑲ 法令 上 の ハイ リス ク 取 引 に 該当 する 場合 


他人 に な りす まし て いる 疑い 又は 過去 に 偽り の 申 
告 を し た 疑い が ある な どの 場合 に は 、 法 令 上 、 ハ イ 
リス ク 取 引 に 該当 し 、 通 常 の 確認 以外 に 追加 的 な 質 
問 や 確認 が 求め られ ます 。 


e 金融 機関 が ハイ リス ク と 評価 する 取引 の 場合 


金融 機関 は 、 法 令 に より 、 取 引 ご と に マネ ー・ ロ 
ー ン ダリ ング の リス ク を 評価 し 、 リ スク に 応じ た 適 
切な 情報 収集 等 の 措置 を 講ず る こと が 求め られ て い 
ます 。 

取引 ご と の リス ク 評 価 は 、 各 金融 機関 で 異な る こ 
と が ある た め 、 金 融 機関 を ご 利用 され る 方 が 、 複 数 
の 金融 機関 と の 間 で 同種 の 取引 を それ ぞ れ 行う 場合 
に 、 金 融 機関 に よっ て は 、 追 加 の 確認 や 質問 を 求め 
られ る こと が あり ます 。 


マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 対策 の た め に 、 
金融 機関 を ご 利用 の 皆様 の ご 理解 と 
ご 協力 を お 願い いた し ます 。 





確認 事項 確認 に 必要 な 書類 


(個人 ) 運転 免許 証 、 マ イナ ン バ ー 


本 人 特定 事項 カー ド (個人 番号 カー ド ) 旅券 
(パス ポー ト ) 在留 カー ド 、 健 康 

(法人 ) 名 称 、 本 店 等 の 所 在 地 (法人 ) 登記 事項 証明 書 、 印 鑑 登 録 
証明 書 等 

取引 を 行う 目的 書類 不要 (申告 が 必要 で す ) 


職 業 (個人 の 場合 ) 書類 不要 (申告 が 必要 で す ) 


事業 内 容 (法人 の 場合 ) 定款 、 登 記事 項 証明 書 な ど 
実質 的 支配 者 の 原則 、 書 類 不要 (申告 が 必要 
で す ) で す が 、 ハ イリ スク 
人 取引 の 場合 、 株 主 名 簿 等 が 
氏名 、 住 居 、 生 年 月 日 必要 で す 。 


⑧ 取引 時 の 確認 に お いて 、 本 人 特定 事項 に つい て 偽り の 申告 を 
行っ た 場合 に は 、 法 律 に よっ て 処罰 され る こと が あり ます 。 


⑧ 金融 機関 は 、 顧 客 等 が 確認 に 応じ し な いと き は 、 義 務 の 履行 を 
拒む こと が 法律 に よっ て 認め られ て いま す 。 


し 。。。。 お 問い 合わ せ 先 。 
⑧ ご 利用 の 金融 機関 の 相談 窓口 、 ま た は 


⑧ 金融 庁 金融 サー ビス 利用 者 相談 室 
0570-016-811 (ナビ タイ ィ ャ ル ) 
03-5251-6811 dP 電話 か ら ) 








平成 }29) 年 


も 10) 月 1 日 施行 





預金 口座 の 開設 を 行う 場合 や 
200 万 円 を 超え 8 現金 の 入出 金 
を 行う 場合 な が ぶ の 
取引 時 確認 の 方 法 

ー 部 変わ り ま す 。 


顔 写真 の 無い 本 人 確認 書類 (健康 保険 証 
等 ) を 金融 機関 に 提示 する 場合 、 別 の 本 人 
確認 書類 の 提示 な ど が 必要 と な り ま す 。 





| 


法人 の 取引 担当 者 の 方 の 権限 確認 の 方 法 
4 MI) と し て 社員 証 が 使用 で き な く な り ま す 。 


》 マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 対策 強化 の た め 人 金融 機関 の 窓 ロ な ど で の 届 品 司 の 作 振 





顔 写 真 の 無い 本 人 確認 書類 (健康 保険 証 、 年 金 手帳 等 ) を 金融 機関 に 提示 する 場合 、 以 下 の 
確認 が 追加 され ます 。 





7 円 | | 別 の 本 人 確認 書類 (住民 票 の 写し 等 ) の 提示 、 
> 当該 本 人 確認 書類 の 提示 ニー † | また は 現住 居 の 記載 が ある 公共 料金 の 領収 書 等 の 提示 な ど 








の 法人 を 代表 し て 取引 を 行う 担当 者 に 対す る 権限 の 確認 方 法 と し て 


ラ 当該 法人 が 発行 する 身分 証明 書 (社員 証 等 ) が 使え た く な り ま す 。 | iii 計 
(委任 状 等 の 取引 権限 を 証する 書類 を 有 し て いる こと 、 ま た は 、 当該 法人 に 。 = 
対し て 電話 な ど に よる 取引 権限 の 有無 の 確認 を 受け る こと な ど が 必要 で す 。) 

ラ 登記 事項 証明 書 に 役員 と し て 登記 され て いる 方 で あっ て も 、 当 該 法 人 の 代表 権 者 と し て 登記 され て いな い 
場合 は 、 委 任 状 な どの 当該 法人 の 代理 人 等 で ある こと を 証する 書類 が 必要 に な り ま す 。 





9) 法人 の 軸 還 季 放 に 該当 する 自然 人 を 特定 し 、 そ の 方 の 本 人 特定 事項 の 申告 を する こと が 求め られ ます 。 


ヲ 法人 の 議決 権 の 25% 超 を 直接 また は 間接 に 有 し て いる 自然 人 が 実質 的 支配 者 に 該当 し ます 。※ 右 ペー ジ 参 照 
(た だ し 、 他 に 50% 超 の 議決 権 を 直接 また は 間接 に 有 し て いる 自然 人 が いる 場合 等 を 除く 。) 


外国 政府 等 に お いて 重要 な 公 的 地位 に ある 方 (※)( 過 去 に その 地位 に あっ た 方 ) 及 びそ の 家族 の 方 並び 
に これ ら の 方 が 実質 的 支配 者 で ある 法人 に つい て は 、 以 下 の と お り 厳 格 な 確認 の 対象 に な り ま す 。 
信 既に 本 人 特定 事項 等 の 確認 が 行わ れ て いて も 、 新 た に 別 の 預金 口座 の 開設 な ど を 行う 場合 に は 、 再度 確認 
が 求め られ ます 。 ま た 、200 万 円 を 超え る 財産 の 移転 を 伴う 取引 を 行う 場合 は 、 再 度 の 本 人 特定 事項 等 の 
確認 に 加え 、 資 産 及 び 収 入 の 状況 に つい て 書類 (源泉 徴収 票 、 預 貯金 通帳 等 ) で の 確認 が 求め られ ます 。 


(※) 外国 に お いて 、 元 首 や 日 本 の 内 閣 総 理大 臣 その 他 の 国務 大 臣 ・ 副 大 臣 、 衆 参 両 議院 の 議長 ・ 副 議長 、 最 高裁 判 所 の 裁判 官 、 統 合 
幕僚 長 ・ 統 合 幕僚 副 長 、 陸 ・ 海 ・ 空 の 幕僚 長 ・ 幕 僚 副 長 に 相当 する 職 、 中 央 銀行 の 役員 の 職 に ある 方 な ど が 対象 に な り ま す 。 





A が 変わ り ます 
( 。  「 実 質 的 支配 者 」 の 定義 。 ) 


法人 の 議決 権 (株 式 等 ) の うち 、25% 超 を 保有 し て いる こと 
な ど に より 、 法 人 の 事業 活動 に 支配 的 な 影響 力 を 有する と 認め 
られ る 地位 に ある 自然 人 が 実質 的 支配 者 に 該当 し ます 。 








ケー ス ( 議決 権 30% 保 有 ) ee 
箇 \ 画 * 自然 人 
cs 


A 社 の 議決 権 の 30 % を 保有 し て いる B 社 、 そ の B 社 の 議決 権 の 50 % 
超 (※) を 保有 し て いる C さん は 、B 社 を 通じ て 間接 的 に A 社 の 議決 権 
を 30% 保 有 し て お り 、C さん は A 社 の 実質 的 支配 者 と な り ま す 。 

(※) C さ ん が B 社 議決 権 の 50 % 超 を 保有 する 場合 の み 、 間 接 保有 と 
し て 計算 に 含め ます 。 し た が つて 、C さん が B 社 議決 権 の 50 % 以下 し 
か 保有 し て いな い 場 合 C さん は A 社 の 実質 的 支配 者 に は 当たり ませ ん 。 





クー ズ (②) (議決 権 10% 保 有 ) ( 議決 権 51% 保 有 ) 


上 \ B 社 \ 8 自然 人 
に | “en cs 
2 








議決 権 20% 保 有 


A 社 の 議決 権 の 10% を 保有 し て いる BB 社 、 そ の B 社 の 議決 権 の 50% 
超 (※) を 保有 し て いる C さん が A 社 の 議決 権 も 20% 保有 し て いる 
場合 は 、B 社 を 通じ た 間接 保有 10%% と 、 直 接 保有 20% を 合算 し て 
30 % と な る た め 、C さん は A 社 の 実質 的 支配 者 と な り ま す 。 


(※) C さ ん が B 社 議決 権 の 50 % 超 を 保有 する 場合 の み 、 間 接 保有 
と し て 計算 に 含め ます 。 し た が っ て 、C さん が B 社 議決 権 の 50% 以下 
し か 保有 し て いな い 場 合 、C さ ん の A 社 に 対す る 議決 権 保有 割合 は 直 
接 保有 する 20 % の み と 計算 され 、C さん は A 社 の 実質 的 支配 者 に は 
当たり ませ ん 。 
な お 、 法 人 の 議決 権 の うち 直接 また は 間接 に 25% 超 を 有する 自然 人 
又は それ に 準じ た 支配 的 影響 力 を 有する 自然 人 が いな い 場 合 は 、 当 該 
法人 を 代表 し 、 そ の 業務 を 執行 する 自然 人 が 実質 的 支配 者 と な り ま す 。 


